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7 頁（現代人文社、第 1 版、2003）。
6 　 法教育研究会報告書（2004）は初等中等教育の法教育の研究が対象であり、高等教育における非法学部の法
教育については特に触れられていない。
7 　大村敦志「法教育と法律学の課題　はじめに」ジュリスト 1404 号 8 頁（2010）。
8 　 加藤智子「学校で法はどのように教えられるのか ~ 改訂学習指導要領の「幸福」「正義」「公平」について ~」
月刊大阪弁護士会 80 号 37 頁（2011）。




13　渡邊弘「法教育論の現状と課題」法の科学 40 号 146−147 頁（2009）。







19　 資料作成に当たっては、各地の消費者行政庁や消費者センターの HP を参考にした。たとえば、佐賀県消費者
行政 HP の URL。
　　http://www.pref.saga.lg.jp/web/at-contents/kurashi_anzen/shohi/kurashinoanzen/oshirase.html。
20　 「基礎的な法律知識．法的な物の考え方は、社会生活を営むうえで、とても大切」との指摘がある。原昌平「法
学を正規科目に」読売新聞 2011 年 7 月 17 日朝刊 13 頁。
21　 この他、弁護士が 2,918 件（前年は 2,358 件）で、対前年比で約 23.7％の増加、司法書士が 4,460 件（前年は
　　3,517 件）で、対前年比で約 26.8％の増加となっている。前掲注 2。
22　 法学の基礎教養に関する科目としては、本学の場合では、「日本国憲法」（半期 2 コマ）、「法学」（半期 2 コマ）
程度が選択授業として存在するに過ぎない。
23　荒木尚志「法教育と労働法」ジュリスト 1404 号 29−30 頁（2010）。
24　厚生労働省・前掲注 16・1 頁。
25　Ibid,pp4.




28　第一東京弁護士会「平成 22 年度年次報告書」51 頁（2011）。
